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農地保全研究部会運営要領  

平成 24 年 3 月 30 日施  行 

平成28年4月1日一部改正 

令和4年4月1日一部改正 

 

公益社団法人農業農村工学会農地保全研究部会の運営については、定款、規則、研究部会規程に定める

ほか、この要領に定めるところによる。  

 

（名称）  

第1条 この研究部会は、公益社団法人農業農村工学会農地保全研究部会と称する。  

 

（目的）  

第2条 この研究部会は、農地保全に関する基礎的な研究と応用に関する総合的な研究を行うことによ

り、農業農村工学分野の学術・技術の振興と社会の発展に寄与することを目的とする。  

 

（事業） 

第3条 この研究部会は、その目的達成のため、次の事業を行う。  

(1) 共同研究の推進 

(2) 研究発表会の開催 

(3) 研究集会の開催   

(4) 現地研修会の開催   

(5) 「農地保全の研究」等による情報発信 

(6) その他必要な事項  

2 共同研究の推進は、外部資金等の共同研究に関する情報共有・マッチング等の取り組み等を

通じて、農地保全分野の研究活動の活性化を図る。 

3 研究発表会は、農地保全分野の研究者や技術者等による研究の紹介と議論等を行うものと

し、農業農村工学会全国大会講演会の企画セッションの形式で毎年実施することを原則とす

るが、独自形式での開催もできる。 

4 研究集会は、農地保全分野の技術、研究の発表を行う。発表者は、若手の行政、民間の技術

者または研究者、大学院生、大学生を中心として選定し、年1回程度、開催する。 

5 現地研修会は、農地保全分野の研究・技術に関係する現地見学での研修会を行う。 

6 「農地保全の研究」は、研究発表会、研究集会、現地研修集会等の農地保全分野の技術・研

究に関する情報等を掲載する。 

 

（幹事）  

第4条 この研究部会の構成員は、公益社団法人農業農村工学会の会員の農地保全領域の研究者・技術

者であって、この研究部会の研究活動の趣旨に賛同して参画した者とし、幹事とする。 

2 幹事は原則として、公益社団法人農業農村工学会の会員が所属する各大学、研究機関から1

名程度を委嘱する。また、必要に応じて行政、民間からも幹事を募ることができる。 

3 幹事の業務は以下のものとする。 
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(1) 部会の実施する事業の企画・立案の補助 

(2) 部会の実施する事業の運営の補助 

(3) 部会の実施する事業の関係者への周知 

 

（運営会議） 

第5条 この研究部会に代表幹事から構成される運営会議を置く。   

2 運営会議の構成員は代表幹事とし、公益社団法人農業農村工学会の各地方支部（以下、各支

部）の幹事から原則として1名程度を選出する。  

3 運営会議の構成員の中から部会長１名、副部会長１名、会計幹事１名、会計審査幹事1名、

及び現地研修担当幹事1名以上を互選する。  

4 部会長、副部会長、会計審査幹事及び会計幹事の任期は、２年とし再任を妨げない。また、

現地研修担当幹事は １年とし再任を妨げない。 

5 部会長は、この部会を代表する。  

6 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるときは部会長の業務を代行する。  

7 運営会議の構成員は、部会長及び副部会長を補佐し、この部会の運営に当たる。  

8 会計担当幹事は、部会長を補佐してこの研究部会の収支に係る経理事務を行う。 

9 会計審査幹事は、この研究部会の収入・支出について、本部の監事の監査に先がけて審査す

る。 

10 現地研修担当幹事は、現地研修会の担当となる公益社団法人農業農村工学会地方支部に所属

する運営会議構成員の企画立案および運営のサポートを行う。 

11 部会長、副部会長、会計審査幹事、会計幹事及び他の代表幹事は、無報酬とする。  

 

（部会長、副部会長の業務）  

第6条 この研究部会の部会長、副部会長は、次に掲げる事項を処理する。  

(1) この研究部会が行う研究計画案及び収支予算案の作成  

(2) 理事会で決定された研究の実施及び経理  

(3) この研究部会が実施した研究及び収支決算の本部への報告  

(4) 代表幹事との連絡調整  

(5) 学会本部との連絡調整  

(6) その他必要と認める事項  

 

（代表幹事会の開催） 

第7条 代表幹事による会議（以下、代表幹事会）を年２回以上開催する。  

2 代表幹事会は、研究部会長が招集する。  

3 代表幹事会の議長は、研究部会長とする。  

4 代表幹事会の議事は、代表幹事の過半数が出席し、出席した者の過半数を持って決する。 可

否同数のときは、研究部会長が決する。 

5 議事の議決について委任状を提出した代表幹事は、出席したものとみなす。 

6 代表幹事会にて議論するのは以下の内容とする。 

(1) 部会長、副部会長の作成した年間事業計画及び予算案の検討 
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(2) 各事業の幹事への通知  

(3) 各支部で対応する事業の運営及び意見集約  

(4) 部会運営体制に係る事項の検討 

(5) その他必要と認める事項  

 

（総会の開催） 

第8条 幹事による会議（以下、総会）を年1回以上開催する。  

2 総会の議長は、研究部会長とする。  

3 総会の議事は、過半数の幹事が出席し、出席した者の過半数を持って決する。 可否同数のと

きは、研究部会長が決する。 

4 議事の議決について委任状を提出した幹事は、出席したものとみなす。 

5 総会にて議論するのは以下の内容とする。 

(1) 前年度の事業報告及び収支決算報告の承認 

(2) 当該年度の事業計画案及び収支予算案の承認 

(3) 当該年度の事業に関する運営方法の検討 

(4) 幹事の見直し 

(5) その他必要と認める事項  

 

（事業計画案及び収支予算案の作成）  

第9条 研究部会長は、研究部会規程第６条に規定する収支予算案の作成に当たっては、当該年度 の支

出予算額は、当該年度の収入見込額に 100,000 円を加えた額の合計額以内の額とする。 ただ

し、特に必要があるときは、当該合計額に当該研究部会の経年の収支差額の合計残額（本部繰

入れ資産額を含む。）を加えた総額を超えない額とすることができる。  

 

（申請等）  

第 10 条  研究部会長は、研究部会規程第３条、第５条、第６条及び第７条に規定する申請及び提出に

ついては、予め代表幹事会の決定を得なければならない。  

（事務局） 

第11条 この研究部会事務局は、部会長の所属機関に設置する。 

 

（経理）  

第12条  この研究部会の活動に係る収入は、学会の収入として、支払は学会の支弁として経理する。  

2      前項の経理は、事項別科目別に行う。  

 

（庶務）  

第 13 条 この研究部会の活動に係る庶務は、部会長の指定した場所において行う。  

 

（設立年月日）  

第 14 条 昭和54年7月13日  

 

（所在地）  
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第 15 条 住所は部会長の所属機関に設置する。  

 

附則  

農業農村工学会農地保全研究部会規約は、廃止する。  

この要領は、平成 24 年 3 月 30 日から施行する。  

この要領の適用日の前日において、現に部会長、副部会長、幹事及び会計監事である者は、それぞれこ

の要領施行の日からこの要領により選出された部会長、副部会長、会計審査担当代表幹事とみなす。  

この要領は、平成28年4月1日から施行する。 

この要領は、令和4年4月1日から施行する。 

 


